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東京圏をめ ぐる近年の人 口移動
一 高学歴者と女性の選択的集中

中 川 聡 史

近年 の東 京圏 への 人 口の再集 中につ い て,移 動 者 の属性 に注 目 して分析 をお こな

った。戦 後 日本 の人 口移 動 を概 観 す る と,大 都 市圏へ の人 ロ移動 に は三度 の ピー ク

が み られ る。 第一 の ピー クは高 度経 済成 長期 に あた る1960年 代 で あ り,第 二 の ピー

クは1980年 代後 半 のバ ブル 経済 期 で ある。 そ して,第 三の ピー クが1990年 代後 半 か

ら現 在 に至 る時 期 で あ る。 以前 の二 つの ピーク と比較 す る と,近 年 の東 京圏へ の人

口移 動 は,高 学 歴者 と女 性 が選択 的 に集 中 して いる こ とが特徴 で あ る。変 化 の要 因

と しては,サ ー ビス経済 化 が進 展 し,東 京 圏の求め る労働 力 が高学歴 層 に移行 した

こ と,と くに高 学歴 女性 の雇 用機 会 が東 京 に集 中 して い るこ とが重要 で あろ う。

キー ワー ド 選択 的 移動,高 学 歴 者,女 性,東 京 圏

1は じ め に

1)

都道府県間の人口移動 をみると,1990年 代後半になって東京圏への人 ロ集中が顕著になっ

てきている。戦後 日本の都道府県間人口移動の主要な動向は,図1に 示され るように,非 大

都市圏から三大都市圏への人口移動に要約できる。 また,非 大都市圏と大都市圏の間の純移

動にはこれまでに三回の ピークがあることも図1か ら確認できる。第一のピークは1960年 代

である。この時期は高度経済成長期に対応 し,東 京,大 阪,名 古屋の三大都市圏のいずれ も

が,十 年以上の長期間にわたり,大 幅な転入超過を示 した。 当時,重 化学工業を中心 とした

工業化が三大都市圏をは じめ とする太平洋ベル ト地帯で急速にすすみ,多 くの若年労働力が

農村部から移動 した(中 村1986,加 瀬1997)。 大都市圏への人口移動の第二のピークはバブ

ル経済期にあたる1987年 頃にみ られる。このピークの特徴は,三 大都市圏のなかで転入超過

は東京圏のみに顕著であったことである。地価高騰,外 資系金融機関の東京への進出,外 国

人労働者の増加などが話題 とな り,東 京一極集中にっいての議論が多 くなされた(Ishikawa

andFielding1998,八 田・八代編1994,町 村1994,園 部2001)。 そして第三の ピークは1990

年代の後半にみられ,東 京圏の転入超過は現在 も続いている。このピークもまた東京圏のみ

で観察され る。ただ し,前 の二度の ピークは高度経済成長期,バ プル経済期 という好況期 と
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図1三 大都市圏の純移動数 の推移(1954～2004年)
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注:東 京圏 は埼玉県,千 葉県,東 京都,神 奈川県,名 古屋圏は岐阜県,愛 知県,三 重県,

大阪圏 は京都府,大 阪府,兵 庫県。

出所=住 民基本台帳人口移勤報告(各 年版)。

一致 し,そ れが大都市圏と非大都市圏の所得格差の拡大,人 口移動を引 き起こしたと考えら

れるのに対 して,今 回のピークは経済変動 との関連がはっきりしない。1990年 代は製造業の

海外への移転が本格化 し(川 端2000),産 業構造の脱工業化がいっそう進展 したと考 えられ

る。また,最 近活発に論 じられている個人や世帯の間の格差拡大問題が顕在化 したの も1990

年代である(苅 谷2001,橘 木2004,橘 木編著2004,山 田2004)。

日本の人 口移動研究,と くに集計データを用いた人口移動研究では,移 動者の属性 につい

て年齢以外を取 り上げた研究は必ず しも多 くない。1990年 代以降の代表的な研究成果である

石川(1994),石 川編著(2001),荒 井他編(2002),伊 藤(2001,2003)な どをみると,戦 後

日本の人口移動について,経 済変動 と関連 させた知見や移動者の年齢やライフコースに注 目

した知見については多 くを学ぶことができる。 しか しなが ら,移 動者の性別については伊藤

(2003)に 若干の言及があるのみであり,移 動者の社会経済的属性 についての分析はなされ

ていない。一方,中 川(1996)は1990年 までの大学卒業人口の分布 を,大 学進学率の地域差

と大学卒業者の卒業後の人 口移動に分けて分析 し,進 学率の地域差は大学立地の地方分散に

伴って持続的に縮小 したが,大 学卒業者の移動は1980年 代を境に地方分散からら東京への集
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中へ と方向が変化 したことを明 らかに した。すなわち,1970年 代以前は非東京圏における大

学進学率の上昇 と雇用の地方分散によって,大 学卒業人口の東京への集中が緩和 したが,バ

プル経済期にあたる1980年 代 には東京圏における製造業の新規雇用の減少にともなって,大

学卒業者が選択的に東京に移動 しているため,大 学卒業人口の東京圏への集中が進んだこと

を指摘 した。 また,中 川(2001)は 国立社会保障 ・人口問題研究所が1996年 に実施 した 「第

4回 人口移動調査」などを利用 して,就 職や転職を理由とする経済的理由による大都市圏 と

非大都市圏間の移動のシェアが1940年 代出生コーホー ト(主 に1960年 代から1970年 代 に移動

をおこなった)を ピークに,そ れ以降は減少 しており,就 職 ・転職に代わ り進学が最大の移

動理由となっていること,女 子では結婚が非大都市圏から大都市圏への移動理由で一定の重

要性 を持っていることを明 らかに した。 さらに,結 婚の際の女子の移動は,高 度経済成長期

に就職のために女子に較べて男子が多 く大都市圏に移動 したことを補 う,す なわち男女の人

口分布の不均衡を是正するための移動であることを指摘 した。中川(1996,2001)で は移動

者の属性の分析 を試みてはいるが,対 象時期 は主に1980年 代 までにとどまっている。

以上 をふまえて,本 稿では,近 年の東京圏への人 口移動について移動者のジェンダーと教

育歴 に注 目して検討 し,ど ういう属性の人が近年の東京圏への人口再集中に関わっているの

か明らかにしたい。

2人 ロ移動 とジェンダー

は じめに,男 女別に人口移動 を検討す る。図2は 図1と 同 じ住民基本台帳人口移動報告を
　コ

用いて,三 大都市圏の純移動の男女差をみた ものである。図1は 多 くの文献で言及されるが,

その男女差は注目されることがなかった。図1を 男子と女子で別々に描 いても,明 確 な差が

見いだせないことが理由 と考えられるが,図2か らは純移動の男女差の推移にも一定の特徴

があることがわかる。 この図における男女差が正の値の場合,男 子の純移動が女子 を上回 り,

結果的に移動によって当該大都市圏の常住人口の男子構成比が高まる(性 比が高 まる)こ と

を示す。他方,純 移動の男女差が負の値であれば,移 動 によって大都市圏で女子の構成比が

高 まることになる。男女別の都道府県間移動数が公表 されている1959年 以降では,三 大都市

圏 ともほぽすべての年必 転入数,転 出数 とも男子が女子を上回っていた。戦後 日本の大都

市圏と非大都市圏の間の人口移動では男子のほうが活発に移動 してきたということがで きる。

三大都市圏の合計で純移動の男女差が正の値 になるのは,ほ ぼ1960年 代 と1980年代であり,

このとき男子の転入数が女子を大 きく上回った。一方,1970年 代 と1990年 代以降は転出にお

ける男女差が転入よりも大 きく,こ のため,移 動によって大都市圏居住者の性比が低下 し,

大都市圏居住人口の女性化が進んだ と考え られ る。

図2を 図1と 比較すると,類 似点が多い。図1で 三大都市圏の純移動数が極めて多かった
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図2三 大都市圏の純移動 数の男女差の推 移(1959～2004年)
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注:こ こで男女差 は男子の純移動数か ら女子 の純移動数を差 し引いた値。

出所:住 民基本台帳人 口移動報告(各 年版)。
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1960年 代 は,図2を みると男女差が著 しい。非大都市圏から大都市圏へ移動を,移 動者の絶

対数でみたときに,男 子が女子を大 きく上回っていたことがわかる。これは,重 化学工業 を

中心 とした 日本の工業化が男子労働力を選好 していたことを想記させ る。中川(2001)で も,

1940年 代出生のコーホー トは就職の際に,男 子のほうが女子よりもはるかに多 く大都市圏へ

移動 したことが指摘 されている。 これによって1960年 代には男女の若年人口の分布にアンバ

ランスが生 じた。当時は現在に較べると早婚であ り,ま た結婚は当然の こととする風潮が強

かったため,結 婚のために非大都市圏か ら大都市圏に女子が移動する現象がみ られ,1960年

代後半になると純移動の男女差は縮小 した。 また,1970年 代 になると非大都市圏での雇用機

会 も増加 し,非 大都市圏出身で進学や就職のために大都市圏にいた男子の一部は結婚 までに

大都市圏から転出することが多 くなった。このことが1970年 代の純移動の男女差の負の値 を

もた らした。1980年 代になると,図1で も図2で も,東 京圏のみで値が増加 している。これ

はバブル経済期 にあたる。 この時期以降は,日 本の地域間人 口移動を考えるときに,三 大都

市圏 とそれ以外の地域 という対比ではな く,東 京圏とそれ以外の地域 という見方が妥当であ

ることを図1は 示 している。図1で みるように,1980年 代は東京圏のみで純移動が増加 し,

1987年 頃に第二のピークを迎える。図2で も同 じタイミングで純移動の男女差が東京圏のみ
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で増大 している。1980年 代のパプル経済期 も男子労働力が選好されていたことがわかる。ま

た,図1と 図2の 第二のピークを較べると,図2の 第二のピークが相対的に大 きい。これは,

高度経済成長期 よりも,パ ブル経済期のほうが,東 京圏への男子の選択的な集中傾向が強か

ったことを示唆す る。1986年 に男女雇用機会均等法が施行され,そ の後,女 子の就業が大 き

く変化 したが,1980年 代の東京圏における金融 ・不動産業,専 門職を中心 とした雇用機会の

拡大は男子優勢で進んだことは人口移動統計か らも指摘できそうである。

また,図1と 図2を1990年 代に注目して較べると,図1で は第二の ピークに続 き,東 京圏

のみで1990年 代後半から始まる転入超過の第三のピークがあったが,図2で はそれに相 当す

るピークがほとんどみられない。高度経済成長期,バ ブル経済期 とも三大都市圏あるいは東

京圏の転入超過が拡大する際に,男 子が選択的に移動 していたことはすでにみたが,1990年

代後半の東京圏の転入超過拡大時期に男子が選択的に非大都市圏から移動 したことはデータ

か ら確認で きない。過去二回の好況期においては,好 況ゆえに東京圏の転入超過は拡大 し,

それがとくに男子で顕著であったが,1990年 代後半以降はこれまでとは異なり,好 況に関わ

りなく東京圏の転入超過が進んでいること,純 移動の男女差 はほぼゼロであり,近 年の東京

圏の人 口再集中は男女同 じように進んでいる,過 去 との比較で言 うと,む しろ女子が選択的

に東京圏に移動 していることが推測できる。1980年 代 までは,同 じコーホー トの男子が進学

や就職のために,女 子よりも一足早 く東京圏をは じめ とす る三大都市圏に移動 し,女 子の大

都 市圏への移動 は先 に移動 した男子 を追 う形 で結婚時 まで続 くこ とを指摘 した(中 川

1996)。 しか し近年は結婚に対す る規範 も変化 し,最 終的には結婚 によって男女の分布の不均

衡が是正されるという前提は成 り立たな くなってきてお り,東 京圏以外 出身の女子の東京圏

での定着の増加は結婚 とは無関係 に進行 しているように思われる。

3人 ロ移動 と教育歴

ここでは移動者の属性 として教育歴 に注 目する。人 口移動は各地域の常住人口の属性を直

接変化 させ るものであ り,地 域間の高齢化率の差異なども過去の人口移動に大 きく依存 して

いる。人口移動の影響は年齢構造の変化にとどまるものではな く,地 域間の経済格差 を考え

る上で も重要である。多 くの人口移動研究は地域間の所得格差や雇用機会の格差が人 口移動

を引 き起 こす という視点から,移 動者の属性は捨象 し,人 口移動自体を従属変数 として,地

域経済格差が人口移動をいかに説明で きるかを検討 して きた。本稿の関心は,人 ロ移動の帰

結として,地 域経済格差に関連するような人的資源の分布が どのように変化 しているのかを

みることである。最初 に述べたように,最 近 は格差拡大 に関心が集 まっているが,格 差拡大

の空間的側面については論 じられることはあまりない。わが国でフ リーターが増加 している
4)

ことは論 じられているが,そ れが東京圏なのか,地 方圏なのか明確でないし,個 人や世帯間
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の格差拡大 と地域間格差の関連について も不明である。ここでは移動者の教育歴,と くに大
5)

学卒業人 口の移動や分布の分析を通 して,過 去に較べて,近 年の大学卒業人口の移動や分布

にどのような変化があるのかを検討 したい。

前章の男女別の分析では住民基本台帳人口移動報告を用いたが,こ の統計資料には男女別

以外の移動者の属性は記載 されていない。 しかしながら,国 勢調査の人 口移動に関する調査

結果からは移動者の最終卒業学校の種類 に関す る情報が得 られるので,は じめにこの統計資

料を用いて分析をおこなう。ただ しこの統計には以下のような留意点 もある。国勢調査自体

は五年毎 に実施されるが,人 ロ移動に関する質問は十年に一度の大調査の ときにしかおこな

われない。また,人 ロ移動の定義が1990年 調査から変更されたので,1990年 と2000年 の二回

の国勢調査 しか利用できない。国勢調査の人 口移動 は調査時点のちょうど五年前 と調査時点

の住所が変更になっている者を移動者 とするが,移 動者の属性は移動時点ではな く調査時点

の もの しか得られない。 さらに,最 終卒業学校の種類は国勢調査の調査項 目のなかで,も っ
6)

とも答えた くない質問の一つ とされ,「不詳」が多 く,デ ータの信頼性が相対的に低い。この

ような問題点を補 うために,文 部科学省の学校基本調査 と国勢調査の常住人口に関する最終

卒業学校の種類か ら得 られる情報 を組み合わせた分析を続けておこなう。この ように,教 育

歴 に関する統計資料は制約 も多いが,そ れでも本稿で,移 動者の属性 として職業や所得でな

く教 育歴 を利 用す るの は,教 育歴 が 一度獲 得 す る と変化 が少 な く,通 時代 的視 点

(longitudinal>か らの分析の多い人口移動研究 と組み合わせ易いからである。

図3は 国勢調査の人 口移動の結果か ら,東 京圏の転出入人 口を最終卒業学校が大学かそれ

以外かで分けて整理 したものである。東京圏の常住人口に占める大学卒業者の構成比は1990

年が男子25%,女 子7%,2000年 が男子29%,女 子10%で あるから,常 住人口と較べて,転 入

者,転 出者における大学卒の構成比はかなり高 い。これは常住者に較べて,移 動者は年齢が

若いことも関連 しているが,同 じ年齢階層でも,移 動者のほうが高学歴だ と考えられる。な

お,東 京圏以外の高校を卒業後に,東 京圏で大学を卒業 して,出 身地で就職する人の場合,

調査時点で東京圏で在学中の場合はここでの数字に含まれない。卒業 して出身地 に戻 ってい

る場合,五 年前には東京圏にいた場合 は,大 学卒業の転出者に含まれ るし,五 年前はまだ高

校生で出身地 にいた場合は移動者 とはな らない。また,東 京圏以外で大学を卒業 し,就 職で

東京圏に行 く場合は,大 学卒業の転入者 となる。五年前の時点で既に大学を卒業 しているよ

うな転勤者の場合は理解 しやすいが,東 京圏の場合 は多 くの若者が大学進学のために東京圏

以外から移動 して来るので,彼 らがどのようにカウン トされるか注意が必要である。

図3で データの得 られ る二つの期間,1985--1990年,1995-一 ・2000年は,図1で 確認で きる

ように,そ れぞれ第二,第 三のピークにほぼ相当 し,東 京圏は転入超過の時期であった。転

居の際に提出する転入届や転出届をもとに作成 される住民基本台帳人口移動報告の移動者 と



東京圏をめぐる近年の人口移動 71

転

出

入

数

図3

1,000,000

800,000

600,000

400,000

200,000

0

最終卒業学校 の種類 からみた東京 圏の転入者 と転 出者(1985～1990年,1995～2000年)

一
qつ
¢
㎝
ー
トO
O
O
O

子

お
霧
幽
O
O
O

男a

注

催
即
桶比

一
㊤
○◎
G【
1
一
㊤
㊤
O

掛
即
》

一
㊤
QQ
㎝
ー
一
㊤
㊤
O

転

出

入

数

1,000,000

800,000

600,000

400,000

200,000

0

i・ 大学卒 口・の回
一

『
84%一

■
16%

一

一 一

『 一

一

75%一

}一

}

-

78%『

-
22%

一

一

一

一

一

83%一

一
17%

■
25%

餓

庄

一
㊤
㊤
㎝
1
卜o
O
O
O

冊
卯
》

一
㊤
㊤
α
1
トの
O
O
O

b.女 子

酎

圧

お
。。
α
山

㊤
8

甜

ン

一
〇
。。
如
山

㊤
O
O

転入者は5年 前の常住地が東京圏以外で,調 査時点では東京圏 に居住,転 出者は5年 前には東京圏,

調査時点には東京圏以外に居住する者で,い ずれ も在学中の者は含まない。

出所:国 勢調査(1990年 および2000年 〉。

五年前との常住地の異動で決 まる国勢調査の移動者の定義は異なるが,図3で も,両 期間の

男女 とも転入者数が転出者数を上回っている。さらに,図3で 示 される転出入数の差は男女

とも1980年代後半のほうがig90年 代後半 よりも大 きく,国 勢調査 と住民基本台帳人口移動報

告でおおまかな傾向は一致 していることも確認できる。もう少 し詳 しくみると,男女 ともユ980

年代後半に較べて,1990年 代後半は転入数が減少 していることがわかる。大学卒業者 とそれ

以外 に分けてみると,大 学卒業者の転入数は男子は微増,女 子はかなりの増加を示すのに対

して,大 学卒業者以外の転入数はとくに男子で大幅に減少 している。転出数は男女 とも1990

年後半のほうが1980年 代後半 よりも若干増加 している。これには人口規模の大 きい1970年 代

前半生 まれの第二次ベビーブーム世代が,高 卒で就職の場合には1980年 代後半に転入者に含

まれ,1990年 代後半にはいわゆるUタ ー ンで出身地に戻 る年齢に達 していることも少なから

ず影響 していると考えられる。 しか しなが ら,大 学卒業者以外の男子の転入の大幅な減少 は,

1980年 代後半か ら始 まった製造業の空洞化が1990年 代には本格化 し,東 京圏における製造業

の現業部門の縮小が,こ の部門での新規雇用を減少させたことが主な要因であると考えられ

る。 また,図 中に数字で示 した転出入人口に占める大学卒業者の構i成比をみ ると,1980年 代
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図4最 終学 歴か らみた出生 コー ホー ト別高校卒業か ら2000年 までの人 口分布変化(男 子)

i941-1945年 コー ホ ー ト1000

高 校 卒 業 時

2000年

高 校 卒 業 時

2000年

純 移 動

1946-1950年 コ ー ホー ト1000

高 校 卒 業 時

2000年

高 校 卒 業 時

2000年

純 移 動

1951-1955年 コ ー ホー ト1000

高 校 卒 業 時

2000年

高 校 卒 業 時

2000年

純 移 動

1

東京圏

その他

一
1

II

}

■1

■ 大学卒

口 その他
墨

東京圏

その他

昌
1

i
III

■}

1

■大学卒
口 その他

.

2000

2000

2000

3000400050006000

30004000500〔}6000

3000400050006000

東京 圏

その他

旦
i

1
lI

一

1
■大学卒
口 その他一一 一

1956-1960年 コ ー ホー ト1000

高 校 卒 業 時

2000年

高 校 卒 業 時

2000年

純 移 動

20003000400050006000

■rrI
」

東京 圏

その他
1

.

}

国
■大学卒
口 その他一

1961-1965年 コ ー ホー ト1000

高 校 卒 業 時

2000年

高 校 卒 業 時

2000年

純 移 動

20003000400050006000

1

東京 圏

その他

II
」

.

口

}
■大学卒
口 その他一一

1966-1970年 コ ー ホー ト1000

高 校 卒 業 時

2000年

高 校 卒 業 時

2000年

純 移 動

20003000400050006000
1

東京 圏

その他

I

i

1
嘔

囲
■大学卒

口 その他一『
1971-i975年 コ ー ホー ト100020003000400050006000

高校卒業時

2000年

高校卒業時
2000年

純移動

出所:国 勢調査,学 校基本翻査および筆者による推計。
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図5最 終学 歴か らみた出生 コーホー ト別高校卒業か ら2000年 までの人 口分布変化(女 子)
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は転入人 口よりも転出人 ロのほうが大学卒業比率が高かったが,1990年 代後半の比率は男子

で同じ,女 子は転入人 口のほうが大学卒の比率が高 くなっている。すなわち,近 年は東京圏

以外の地域から東京圏に高学歴者が選択的に移動 していることを示唆 している。 さらに,男

女の移動の絶対数を較べ ると,1980年 代後半は転出入 とも男子が女子を大 きく上回っていた

が(転 入・転出の性比はそれぞれ151と137),転 入数の減少が男子のほうが大 きかったので,

1990年 代後半の移動人 口の性比は転入124,転 出150と なった。転入においては男女差が明 ら

かに縮小 していることも確認できる。

高学歴人口が選択的に東京圏に移動 しているという点をさらに検討するために作成 したの

が図4お よび図5で ある。図3で は,移 動者の年齢に関す るデータを利用で きないため,コ

ーホー トによる人口規模の違いや大学進学率の違いの効果がなお混在 している
。そこで,文

部科学省の学校基本調査から得られる毎年の都道府県別高校卒業者数,お よび大学進学者数,

都道府県別大学入学者数,大 学卒業者数 を,国 勢調査の都道府県別年齢別人 口,最 終卒業学

校別人 口と組み合わせて利用することにより,出 生 コーホー トごとに高校卒業時点で東京圏,

東京圏以外 に何人いて,そ のうちどれだけが大学に進学 したか,2000年 時点で同一のコーポ

ー トを大学卒,そ れ以外 に分 けて,そ れぞれが どこに居住 しているかを推計 したものが図4

(男子),図5(女 子)で ある。図中の純移動 とは高校卒業時点から2000年 の間に東京圏へ差

し引 きで何人が移動 し,う ち大学卒業者が どの程度なのかを示 している。中川(1996)は1990

年までを同様の方法で推計 してお り,今 回はそれ を2000年 まで延長 している。詳 しい推計方

法 はそちらを参照されたい。

図4は 男子,図5は 女子に関 して,そ れぞれ出生 コーホー ト毎に整理されている。図4の

1941-・45年出生 コーホー トを例 にすると,1960年 前後 にこのコーホー トは高校卒業年齢に達

するが,そ の ときに東京圏に約78万 人,そ の他の地域に約408万 人がお り,う ち東京圏の高校

からは約24万 人,東 京圏以外の高校か らは約63万 人が大学に進学 した。2000年 に50歳 代後半

に達 したこのコーホー トは,122万 人が東京圏に,323万 人がその他の地域に居住 していて,

大学卒業者は東京圏に32万人,そ の他の地域に45万人 となった。高校卒業時点から50歳代後

半になるまでに,そ の他の地域から東京圏に52万 人が移動 し,そ のうち大学卒業者が10万 人,

純移動に占める大学卒業者の構成比は約20%で ある。同 じように図4の1961～65年 出生コー

ホー トをみ ると,1980年 前後の高校卒業時点で,東 京圏に94万 人,そ の他の地域に329万 人が

おり,大 学へは東京圏から38万人,そ の他地域からは107万 人が進学 した。彼 らが30歳 代後半

となった2000年 には東京圏に124万 人(う ち53万 人が大学卒),そ の他の地域に286万 人(う ち

88万 人が大学卒)が 居住する。 このコーホー トは高校卒業か ら2000年 までに東京圏に32万 人

が移動 し,そ の約50%に あたる16万人が大学卒である。

第一次お よび第2次 ベビーブームにあたる1940年 代後半 と1970年代前半コーホー トは人 口
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図6最 終学歴か らみた出生 コーホー ト別東京圏への純移動数
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注:大 卒比率1は 純移動に占める大卒者 の構成比,大 卒比率2は 当該 コーホー トの2000年 時点

の大卒者 の構成比。

規模が大 きいこと,男 子は1950年 代後半出生コーホー トまで,女 子は1970年 代前半出生コー

ホー トまで大学進学率が上昇 を続けていることなどを確認 したうえで,図3で みた点につい

てさらに検討す るために,図4お よび図5よ り,そ の他の地域か ら東京圏への純移動の部分

のみ を取 り出 して作成 したものが図6で ある。 さきほど例 としてみた1940年 代前半の出生コ

ーホー トは1960年 代に東京圏へ来たコーホー トに,1960年 代前半出生 コーホー トは1980年 代
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に東京圏へ移動 したコーホー トにほぼ相当する。図6で 男子をみ ると,1950年 代前半出生の

コーホー トまでは大卒者だけでなく,大 学 に進学 しなかった人 も東京圏に多 く来ていること

がわかる。このことは純移動における大学卒業者の構成比を示す大卒比率1と 当該 コーホー

トの大学進学率を示す大卒比率2の 差がほとん どないことか らも確認で きる。当時は各コー

ホー トのなかの平均的な集団が東京圏に来ていたのである。 しか しなが ら,1950年 代後半,

1960年 代前半の出生 コーホー トでは,純 移動に占める大卒者の構成比が上昇するとともに,

大学進学率 との乖離が進む。すなわち,東 京圏への移動者が当該 コーホー ト内の平均的な集

団ではな く,高 学歴に偏 った人々になって きている。こうした傾向が強 まったのは銀行 ・保

険 ・不動産などの産業,そ して専門職の雇用が増大 したバブル経済期であった。1960年 代前

半コーホー ト以降は純移動の絶対数,大 学卒の構成比 とも大 きな変化はないが,東 京圏への

高学歴者の選択的な集 中は男子ではバブル経済期以降ずっと続いていると言えるだろう。一

方,女 子をみ ると,東 京圏への純移動に占める大卒者の構成比は急速に上昇 し,1970年 代前

半出生のコーホー トでは男子をも上回る値 となっている。女子は男子以上に高学歴者が選択

的に東京圏に移動するようになってきていることがわかる。

出生 コーホー トを彼 らが移動 した時期に置き換えて,整 理すると以下のようなことが言え

そうである。1970年 代までの東京圏は高学歴者に偏 らず,様 々なタイプの若者を地方か ら受

け入れ,彼 らは東京圏に定着 していった。東京圏が中枢管理機能のみな らず,強 力な生産機

能 をも依然 として有 してお り,現 業部門で も新規雇用 を必要 としてきたことがその背景にあ

るだろう。1980年 代のパブル経済期を境に,大 阪や名古屋を含む地方圏か ら東京圏には高学

歴者のみが選択的に移動 し,定 着するような変化が生 じた。製造業の空洞化が本格化 し,現

業部門での新規雇用が減少 し,こ の部門の人員の補充は東京圏出身者で充足できるようにな

ってきたことや東京圏の地価が上昇 し,十 分 な収入がないと,地 方から来た人が東京に定着

できな くなったことが要因として考えられる。1990年 代 に入ると,特 に高学歴の女子で東京

圏への選択的な移動が 目立つようになった。男女雇用機会均等法が施行 された後 も,高 学歴

女子が必要 とされる雇用が東京圏に多いこと,女 性の社会進出と未婚率上昇 を考慮すると,

東京圏が未婚者の多い高学歴女性が居住 しやすい条件を備えていることなどが理由として考

えられよう。東京圏とそれ以外の地域の人的資源の分布をみると,1980年 代 を境に,東 京圏

は地方か ら高学歴者のみを選択的に獲得するようになってきてお り,と くに1990年 代 になっ

て女子でその傾向が強 まっている。地方の側からみると,地 方への大学の分散が進み,大 学

進学率の地域格差 は是正されるようになったものの,高 学歴者の雇用機会が東京圏に集中し

ている状況が改善されない,あ るいは強化されているために,多 くの有望な若者を大学進学

時に,あ るいは就職時に東京圏に失っていると考えられる。近年は,と くに女子でその傾向

が強 くなっている。
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4お わ り に

1990年 代後半になって人口移動における東京圏での転入超過が再度顕著になって きた。本

稿 では過去の転入超過の多かった時期 と較べて,こ の第三の ピークにはどういう特徴がある

かを移動者の属性に注目して検討 した。1960年 代の高度経済成長期の第一の ピーク,1980年

代のバブル経済期の第二の ピークと比較すると,今 回の第三の ピークには以下の ような特徴

があると指摘できる。過去二回のピークでは好況な経済に主導 された大都市圏の雇用機会の

拡大 と深 く関わ り,1960年 代 には製造業が雇用を牽引 したため,高 学歴者だけでなく,幅 広

い人材が大都市圏へ移動 した。1980年 代は金融 ・保険業,不 動産業の拡大 といったサービス

経済化が進展すると同時に,大 都 市圏から先行 して製造業の空洞化が始 まり,高 学歴者が選

択的に東京圏に移動する傾向が強 まった。1990年 代後半には,過 去二回 と較べ ると移動者に

占める女性の割合が上昇 し,と くに高学歴女性の東京圏への選択的移動が顕在化 してきた。

高度経済成長期にあたる1960年 代は日本中で農村から都市への人 口移動が生 じた。第一次

産業 から第二次 ・第三次産業への産業構造変化 に起 因するこの人口移動 は,様 々の人々に空

間的移動の経験 をもたらし,社 会階層の平準化,総 中流化にもつながった。1980年 代のバプ

ル経済期は第二次産業から第三次産業への変化が東京圏を中心に本格化 した。この時期以降

は,高 度な専門知識が必要 とされるような職種以外 は各地域内で労働力の再生産が可能とな

り,出 身地域 と異なる地域 に移動 し,そ こで定着する人々の数が減少 した。地域 を越えて移

動するのは,高 学歴者に偏 り,彼 らは地方から東京圏に選択的に移動 している。いわゆる普

通の人々は出身地域 にとどまり,東 京圏で必要 とされるような特別 な人々のみが地方から東

京圏に去ってい くような状況になってきている。 また,こ の傾向は とくに女性で顕著である。

最近活発に議論 されている格差拡大 とその固定化,格 差の再生産 といった問題は,個 人間や

世帯間だけではな く,東 京圏とそれ以外の地域の間でも進行 していることを指摘 しておきた

い 。

注

1)本 稿 で用 い る東 京圏 は埼 玉票,千 葉県,東 京都,神 奈川 県 の一都 三 県 か ら構 成 され る。 また,

名古屋 圏 は岐阜 県,愛 知 嗅,三 重 県 の三 県,大 阪 圏は京 都府,大 阪府,兵 庫県 の二府 一 県 とす る。

2)た とえば,石 川 編著(2001)7頁,荒 井他編(2002)17頁 。

3)1959年 の 名古 屋 圏の みが例 外 で転 入数,転 出数 とも女 子が 男子 を上 回 って い る。 これ は この地

域 で 当時 さか んで あ った繊 維 産業 が女 子 を多 く雇 用 したこ とに関連 す る と思 わ れ る。

4)橘 木(2004)。

5)本 稿 で い う 「大学 卒」 は 四年制 大学 卒業 をい う。短 期大 学 は含 まれ てい ない。

6)山 田(2002)。
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